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令和２年度 環境エネルギー部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

(1) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
① 災害に強い強靭な県土づくり 

② 県民を守る災害対応力の充実 

 

 

 

 
 

(2) 地域の豊かな自然と地球の環境を守る持続可能な地域づくり【５－３】 
③ 自然環境や文化資産の保全・活用・継承 

④ 地球温暖化を防ぐ脱炭素社会づくり 

⑤ 再生可能エネルギーの導入拡大 

⑥ 環境負荷を軽減する地域づくり 

 

 

 

  

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 １ 

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 2 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和２年度 環境エネルギー部 主要事業 

 

 
 

(1) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

① 災害に強い強靭な県土づくり 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜防災拠点となる施設やライフライン等の対策強化＞ 

（課題） 

・再エネを活用した地域分散型エネルギーの導入促進による災害対応力の強化 

 

（対応） 

・家庭や事業所における再生可能エネルギー設備等の導入支援 

⇒蓄電池(太陽光発電と同時導入)や木質バイオマス燃焼機器などの導入への助成 

・県内再エネ電力の供給とＩＣＴを活用したエネルギーマネジメントシステムの構築支援 

⇒小売電気事業者へのモデル事業の助成 

 

【令和２年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分※ 事業概要 

再生可能エネル

ギー等設備導入

促進事業費 

95,906  

(100,180) 

新規 

見直し 

継続 

・家庭及び事業所における再エネ設備や蓄電池の

導入に対する助成 

エネルギー地産

地消モデル推進

事業費 

13,793  

(9,997) 

新規 

見直し 

継続 

・県内再エネ電力の供給とＩＣＴを活用したエネ

ルギーマネジメントシステムづくりに取り組

むモデル事業に対する助成  
計 109,699  

(110,177) 

  

 ※「新規」は今年度新規事業、「見直し」は昨年度から見直しを行った事業、「継続」は昨年度からの継続事業 

 

② 県民を守る災害対応力の充実 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜広域的な応援体制の強化＞ 

（課題） 

・県内の 27 市町村が災害廃棄物処理計画を未策定 

 

（対応） 

・市町村災害廃棄物処理計画の策定支援 

 ⇒令和２年度中に県内全市町村において策定されるよう、研修会を開催するほか、市町村の

実情に応じて個別に支援 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 1 
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【令和２年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

災害廃棄物処理

対策事業費 

1,290  

(1,290) 

新規 

見直し 

継続 

・市町村災害廃棄物処理計画の策定支援 

 
計 1,290  

(1,290) 
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(2) 地域の豊かな自然と地球の環境を守る持続可能な地域づくり【５－３】 
 

目標指標 

環境学習・環境保全活動への参加者数 

 
基準値（平成 30 年度）： 174 千人 

目標値（令和 ６年度）： 190 千人 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

③ 自然環境や文化資産の保全・活用・継承 

 

ＫＰＩ 

山岳観光地観光者数 

 基準値（平成 30 年度）： 825 千人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

856 千人 872 千人 888 千人 904 千人 920 千人 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜自然環境の保全の推進＞ 

（課題） 

・イノシシの生息域の拡大に伴い、農作物被害が広域化し、農作物被害額が急増 

・漂着ごみによる本県海岸の良好な景観の損失及び生態系への影響 

・新型コロナウイルス感染症に対応した温泉適正利用推進の必要 

 

（対応） 

・地域の実情に応じた、地域が主体となった継続的・総合的なイノシシ被害対策の確立 

⇒イノシシ被害への防除意識醸成を図る研修会の開催 

 ⇒イノシシの効果的な捕獲の実施、担い手の確保・育成の強化 

・漂着ごみの状況把握 

 ⇒海岸漂着物の組成調査の実施 

・陸域部におけるごみ発生抑制対策の推進 

 ⇒河川管理者や環境団体と連携した普及啓発イベント等の実施 

・温泉の適切な保護と利用の維持 

⇒温泉事業者が実施する、利用者に対する感染予防のための適正利用の喚起への支援 

 

＜環境資産の活用・継承＞ 

（課題） 

・「やまがた百名山」、「里の名水・やまがた百選」を活用した観光誘客による地域活性化 

 

（対応） 

・「やまがた百名山」、「里の名水・やまがた百選」の魅力向上、情報発信の強化 

⇒令和４年度に本県蔵王で開催される第６回「山の日」全国大会（大会１年延期）の準備、

やまがた百名山トレッキングツアーの開催等による県内の機運醸成、県内外への発信等 

⇒「里の名水・やまがた百選」の選定と情報発信、保全団体への名水活用の情報提供 

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 2 
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＜自然環境の保全を支える人材の育成＞ 

（課題） 

・全ての世代において、ＳＤＧｓの理解を深め、自主的・主体的に、環境保全の取組みや省エ

ネ、再エネ導入など、環境に配慮した具体的な行動ができる人づくり 

 

（対応） 

・学校、地域、家庭、職場等の様々な場における、県民の環境意識の醸成や環境教育の推進 

 ⇒地球温暖化防止活動推進員や「やまがた木育」指導者の育成、環境アドバイザーの選任、

環境学習支援団体の掘り起こしとスキルアップ 

 ⇒環境教室の実施や指導者派遣による環境学習機会の提供、環境学習に係る情報提供 

 ⇒ＳＤＧｓや気候変動適応に関する若者世代向けの学習会等の開催に対する支援 

 

 

【令和２年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

イノシシ等鳥獣

被害緊急対策事

業費 

12,627  

(-) 

新規 

見直し 

継続 

・イノシシ等への被害防除意識を醸成する研修会

の開催 

・くくりわな補修資材購入経費への助成 

・新規わな猟免許取得者向けの捕獲技術や安全管

理に関するフォローアップ研修会の開催 

・有害捕獲における猟銃事故防止を図るための射

撃訓練時の弾代に対する助成 

・シカの越冬地等での捕獲事業の実施 

鳥獣管理推進事

業費 

11,550  

(8,495) 

新規 

見直し 

継続 

・ツキノワグマやニホンジカなどの野生鳥獣の適

正な管理に向けた生息状況の把握 

野生鳥獣捕獲体

制強化支援事業

費 

25,591  

(21,199) 

新規 

見直し 

継続 

・新規狩猟者の確保・育成の支援 

・指定管理鳥獣（イノシシ）捕獲等事業の実施 

・ライフル銃新規購入への助成 

有害鳥獣被害防

止対策推進事業

費 

136,708  

(103,231) 

新規 

見直し 

継続 

・鳥獣被害対策実施隊による被害対策と、侵入防

止柵への助成 

・イノシシの夏季捕獲に対する捕獲経費の助成 

・地域ぐるみで行う鳥獣被害対策研修会の開催 

みどりの循環県

民活動推進事業

費 

10,400  

(11,653) 

新規 

見直し 

継続 

・やまがた森の感謝祭等の開催 

・森を守り、育て、暮らしに活かす緑の循環シス

テムへの理解を深める体験イベントの開催 

・やまがた緑環境税の普及啓発 

みどり豊かな森

林環境づくり推

進事業費 

119,766  

(122,744) 

新規 

見直し 

継続 

・市町村や地域住民、ＮＰＯ等がそれぞれの地域

課題に沿って取り組む森づくり活動等に対す

る助成 

海岸漂着物対策

推進事業費 

31,910  

(28,734) 

新規 

見直し 

継続 

・飛島、庄内沿岸部及び陸域部における海岸漂着

物や河川ごみ等の回収と発生抑制の啓発 

・学生ボランティア等による海岸漂着物の回収を

通じた発生抑制の啓発 

・海岸漂着物の発生抑制対策をより効果的に実施

するため漂着物の組成調査を実施 



6 

 

やまがた山水百

景魅力アップ事

業費（みどり自然

課） 

16,882  

(9,622) 

新規 

見直し 

継続 

・山岳情報サイト「やまがた山」による「やま

がた百名山」の情報発信 

・「やまがた百名山」の保全活動等を行う団体に

対する助成 

・令和４年度に本県蔵王で開催される第６回「山

の日」全国大会の準備 

自然環境整備事

業費（公共・単独） 

54,143  

(56,326) 

新規 

見直し 

継続 

・自然公園施設の整備、補修、維持管理 

やまがた山水百

景魅力アップ事

業費（水大気環境

課） 

3,570  

(3,422) 

新規 

見直し 

継続 

・「里の名水・やまがた百選」の選定及び情報発 

 信 

・保全団体への名水活用の情報提供 

環境教育推進事

業費 

8,204  

(9,151) 

新規 

見直し 

継続 

・環境に関する情報収集及び発信 

・環境教育に関する相談対応、環境アドバイザー

等の派遣など環境学習機会の提供 

・環境の保全・創造に功績があった個人、団体の

顕彰 

・環境学習支援団体の認定、交流会の開催 

山形県民 CO2 削

減価値創出事業

費 

5,250  

(3,145) 

新規 

見直し 

継続 

・家庭及び事業所における再エネ設備導入による

ＣＯ２削減価値の「見える化」 

・環境保全活動への助成 

・ＳＤＧｓや気候変動適応に関する若者世代向け

の学習会等の開催に対する支援 

地球にやさしい

３Ｒ推進人づく

り事業費 

4,192  

(5,597) 

新規 

見直し 

継続 

・「やまがた環境展」の開催 

・３Ｒを推進する人材の育成に向けたワークショ

ップ等の開催 

やまがた木育推

進事業費 

3,317  

(2,837) 

新規 

見直し 

継続 

・子どもの成長に合わせた木育教材の作成 

・「やまがた木育」を推進するための指導者養成

講座の開催 

温泉地感染予防

推進事業費 

459  

(-) 

新規 

見直し 

継続 

・温泉事業者が実施する、利用者に対する感染

予防のための適正利用の喚起への支援 

わくわく「やまが

たの山」自然体験

事業費 

23,668  

(-) 

新規 

見直し 

継続 

・やまがた百名山トレッキングツアーの開催等

による第６回「山の日」全国大会に向けた機

運醸成 

・子どもたちの自然体験学習（県立自然博物園

30 周年記念バスツアー）の実施  
計 468,237  

(386,156) 
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④ 地球温暖化を防ぐ脱炭素社会づくり 

 

ＫＰＩ 

温室効果ガス排出量削減率（平成 25 年度対比） 

 基準値（平成 28 年度）： 20.0％ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

21.6％ 22.0％ 22.4％ 22.8％ 23.2％ 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜環境に配慮した行動の促進＞ 

（課題） 

・2020（令和２）年度の温室効果ガス削減目標（2013（平成 25）年度比 19％削減）の達成 

・二酸化炭素の吸収源としての自然環境や森林の保全 

 

（対応） 

・温室効果ガス削減に向けた、新しい生活様式と調和した県民総ぐるみの取組みの推進 

 ⇒省エネ県民運動の展開による普及啓発 

⇒新しい生活様式に取り組む事業者の空調設備更新等への支援 

・やまがた緑環境税を活用した県民参加型の森づくりの推進 

 ⇒市町村、地域住民、ＮＰＯ等が取り組む森づくり活動への支援 

 

＜気候変動の影響への適応策の推進＞ 

（課題） 

・温室効果ガス排出削減対策である緩和策と併せた、気候変動の影響による被害を回避・軽減

する適応策の推進 

・多様な分野にわたる適応策の展開に向けた、関係各部局との課題認識や情報の共有 

 

（対応） 

・「地域気候変動適応計画」の策定、本県の気候変動適応に関する情報拠点となる「地域気候

変動適応センター」の設置検討 

 ⇒農林水産業、自然災害、健康、産業・経済活動等、各分野における気候変動による影響と

課題の整理、本県の特性を踏まえた適応策の検討 

 ⇒気候変動の影響及び適応に関する情報収集・提供機能の整備、情報発信の強化 

 

 

【令和２年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

山形県民 CO2 削

減価値創出事業

費（再掲） 

5,250  

(3,145) 

新規 

見直し 

継続 

・家庭及び事業所における再エネ設備導入による

ＣＯ２削減価値の「見える化」 

・環境保全活動への助成 

・ＳＤＧｓや気候変動適応に関する若者世代向け

の学習会等の開催に対する支援 

地球温暖化対策

推進体制整備事

業費 

2,950  

(2,388) 

新規 

見直し 

継続 

・地球温暖化防止対策コーディネーター及び地球

温暖化防止活動推進員の委嘱 
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省エネルギー対

策推進事業費 

3,354  

(3,220) 

新規 

見直し 

継続 

・省エネ県民運動の展開による県民の主体的・自

主的な省エネ・ＣＯ２削減行動に向けた普及啓

発 

みどりの循環県

民活動推進事業

費（再掲） 

10,400  

(11,653) 

新規 

見直し 

継続 

・やまがた森の感謝祭等の開催 

・森を守り、育て、暮らしに活かす緑の循環シス

テムへの理解を深める体験イベントの開催 

・やまがた緑環境税の普及啓発 

みどり豊かな森

林環境づくり推

進事業費（再掲） 

119,766  

(122,744) 

新規 

見直し 

継続 

・市町村や地域住民、ＮＰＯ等がそれぞれの地域

課題に沿って取り組む森づくり活動等に対す

る助成 

「新・生活様式」

CO2 削減推進事業

費 

15,261 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

・新しい生活様式に取り組む事業者の空調設備更

新等への支援 

  
計 156,981  

(143,150) 

  

 

⑤ 再生可能エネルギーの導入拡大 

 

ＫＰＩ 

再生可能エネルギーなど新たなエネルギーの開発量 

 基準値（平成 30 年度）： 53.6 万 kW 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

67.3 万 kW 70.7 万 kW 74.1 万 kW 77.5 万 kW 80.9 万 kW 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜再生可能エネルギー開発の拡大＞ 

（課題） 

・全体的には概ね順調に推移している中、種別ごとでは太陽光発電、中小水力発電、バイオマ

ス発電は堅調な一方、風力発電と熱源開発は低調に推移 

 

（対応） 

・遊佐町沖における地域協調型の洋上風力発電の導入推進 

 ⇒具体的な漁業協調策の検討、地域の理解浸透 

・地中熱・雪氷熱・温泉熱など熱源の利活用の促進 

⇒利活用の研究検討や事業可能性調査への支援 

⇒熱利用設備等の導入に向けたコンサルティング経費に対する助成 

 

＜再生可能エネルギーの地産地消の促進＞ 

（課題） 

・家庭や事業所における効率的な電力の自家消費や地域内でエネルギーを共同利用するエリア

供給システムなど地域分散型エネルギーの導入拡大 

・省エネ（節電）を含め、県内の再エネ電力を効率的に消費していく仕組みの構築 

 

（対応） 

・家庭や事業所における再生可能エネルギー設備等の導入支援 

⇒蓄電池（太陽光発電と同時導入）や木質バイオマス燃焼機器などの導入への助成 

・県内再エネ電力の供給とＩＣＴを活用したエネルギーマネジメントシステムの構築支援 
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⇒小売電気事業者へのモデル事業の助成 

 

＜地域産業の活性化に向けた取組みの推進＞ 

（課題） 

・再生可能エネルギーの導入拡大による地域の活性化と産業の振興 

（対応） 

・地域新電力を軸にした再エネの供給基地化の推進 

 ⇒(株)やまがた新電力の更なる需要拡大とベース電源の確保による経営基盤の安定化 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

地域連携型再生

可能エネルギー

開発促進事業費 

14,853  

(32,106) 

新規 

見直し 

継続 

・再エネ導入に主体的に取り組む市町村へのアド

バイザー派遣 

・市町村と連携して事業者が行う小水力発電の事

業可能性調査に対する助成 

・内陸部での風況調査の実施 

洋上風力発電推

進事業費 

3,737  

(-) 

新規 

見直し 

継続 

・遊佐町沖における地域協調型の洋上風力発電導

入の推進 

・再エネ海域利用法に定める手続きの円滑化と関

係者の理解浸透、具体的な漁業協調策等の検討 

再生可能エネル

ギー発電事業等

資金利子補助事

業費 

39,589  

(32,283) 

新規 

見直し 

継続 

・県商工業振興資金（再生可能エネルギー発電事

業促進資金等）に係る利子助成（対象：風力発

電、中小水力発電、地熱発電、熱利用） 

再生可能エネル

ギー熱利用等促

進事業費 

8,166  

(11,000) 

新規 

見直し 

継続 

・地中熱・雪氷熱・温泉熱の利活用研究に対する

助成 

・熱利用設備等の事業可能性調査に対する助成 

・熱利用設備等の導入に向けたコンサルティング

経費に対する助成 

再生可能エネルギ

ー等設備導入促進

事業費（再掲） 

95,906  

(100,180) 

新規 

見直し 

継続 

・家庭及び事業所における再エネ設備や蓄電池の

導入に対する助成 

エネルギー地産

地消モデル推進

事業費（再掲） 

13,793  

(9,997) 

新規 

見直し 

継続 

・県内再エネ電力の供給とＩＣＴを活用したエネ

ルギーマネジメントシステムづくりに取り組

むモデル事業に対する助成 

山形県民 CO2 削

減価値創出事業

費（再掲） 

5,250  

(3,145) 

新規 

見直し 

継続 

・家庭及び事業所における再エネ設備導入による

ＣＯ２削減価値の「見える化」 

・環境保全活動への助成 

・ＳＤＧｓや気候変動適応に関する若者世代向け

の学習会等の開催に対する支援  
計 181,294  

(188,711) 
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⑥ 環境負荷を軽減する地域づくり 

 

ＫＰＩ 

一人１日当たりのごみ（一般廃棄物）排出量 

 基準値（平成 29 年度）： 920g 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

894g 以下 884g 以下 876g 以下 868g 以下 859g 以下 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜資源循環の促進＞ 

（課題） 

・食品ロスの削減が国内外で課題とされており、本県においても相当量の食品ロスが発生 

・これまで中国等に輸出していた廃プラスチック類が国内に滞留し、リサイクルが進んでいな

い状況 

・海洋プラスチックごみによる地球規模での環境汚染 

 

（対応） 

・食品ロス削減推進法の施行（令和元年 10 月）を受け、食品ロス削減推進計画の策定及び削

減に必要な施策等の展開 

⇒食品ロス削減セミナーの開催、「もったいない山形協力店」を活用した啓発 

・事業者の産業廃棄物の減量化、資源化の促進支援 

 ⇒３Ｒ推進環境コーディネーターの派遣、３Ｒ研究開発支援及び循環型産業施設整備に係る

補助 

・海岸漂着物の回収及び発生抑制 

 ⇒美しいやまがたの海プラットフォーム等による回収及び発生抑制の啓発 

 

＜安全で良好な生活環境の保全＞ 

（課題） 

・県内の大気・水環境は概ね良好に推移しているが、一部項目で環境基準が未達成 

 

（対応） 

・大気汚染や公共用水域の水質等の環境モニタリングの実施、結果の公表 

 ⇒事業場等への立入検査・指導や合併浄化槽の設置促進による発生源対策、測定データのホ

ームページでのリアルタイム公開等による速やかな情報提供 

 

 

【令和２年度関連事務事業】                       （単位：千円） 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

循環型社会形成

推進事業費 

5,571  

(10,324) 

新規 

見直し 

継続 

・ごみゼロやまがた県民運動の展開等 

・食品ロス削減セミナーの開催や「もったいない

山形協力店」を活用した食品ロス削減の啓発 

地球にやさしい

３Ｒ推進人づく

り事業費（再掲） 

4,192  

(5,597) 

新規 

見直し 

継続 

・「やまがた環境展」の開催 

・３Ｒを推進する人材の育成に向けたワークショ

ップ等の開催 
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循環型産業創出

育成事業費 

17,390  

(22,852) 

新規 

見直し 

継続 

・民間における３Ｒの研究開発や事業化調査に対

する助成 

・循環型産業を担う人材育成への支援 

・製造業等における廃棄物の課題解決に向けたコ

ンサルティングの実施 

循環型産業基盤

整備推進事業費 

16,731  

(30,381) 

新規 

見直し 

継続 

・廃棄物の排出抑制やリサイクルの推進のための

施設・設備整備に対する助成" 

循環型産業販路

拡大推進事業費

  

1,935  

(1,935) 

新規 

見直し 

継続 

・リサイクル製品の認定、リサイクルシステムの

認証 

・リサイクル認定製品の販路開拓に対する助成 

ＰＣＢ廃棄物対

策事業費 

4,625  

(17,253) 

新規 

見直し 

継続 

・ＰＣＢ廃棄物等のフォローアップ調査と早期処

理対策の実施 

災害廃棄物処理

対策事業費（再

掲） 

1,290  

(1,290) 

新規 

見直し 

継続 

・市町村災害廃棄物処理計画の策定支援 

海岸漂着物対策

推進事業費（再

掲） 

31,910  

(28,734) 

新規 

見直し 

継続 

・飛島、庄内沿岸部及び陸域部における海岸漂着

物や河川ごみ等の回収と発生抑制の啓発 

・学生ボランティア等による海岸漂着物の回収を

通じた発生抑制の啓発 

・海岸漂着物の発生抑制対策をより効果的に実施

するため漂着物の組成調査を実施 

浄化槽整備促進

事業費 

55,954  

(60,622) 

新規 

見直し 

継続 

・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換

に対する助成 

水質汚濁防止対

策事業費 

21,437  

(22,403) 

新規 

見直し 

継続 

・最上川などの公共用水域や地下水の水質汚濁状

況のモニタリング 

大気汚染防止対

策事業費 

37,259  

(40,405) 

新規 

見直し 

継続 

・ＰＭ2.5 や光化学オキシダントなどによる大気

汚染状況のモニタリング 

 
計 198,294  

(241,796) 

  

 


